
 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省は、都道府県労働局に設置されているすべて

の地方最低賃金審議会が答申した令和４年度の地域別最

低賃金の改定額（以下「改定額」）を取りまとめました。

令和４年１０月１ 日から変更されます。 

令和４年１０月１日発効         （単位：円） 

都道府県 ４年度 ３年度 引き上げ額 

埼 玉 ９８７ ９５６ ３１ 

千 葉 ９８４ ９５３ ３１ 

東 京 １０７２ １０４１ ３１ 

 

 

令和４年１０月から労働者負担分の保険料率が 

変更になりますのでご注意ください。 

 

 

 

2018 年、青森県八戸市の住宅会社ハシモトホームに

勤めていた 40 代の男性が自殺。その原因は、上司か

らのパワハラや過重労働であるとして、遺族が会社側

に約 8千万円の損害賠償を求める訴訟を起こしたこと

が報道されました。 

男性は 2018 年 1 月頃、上司から男性の携帯宛に「お

前はバカか？」といった内容のメッセージが複数回送 

 

 

 

 

 

 

 

られたほか、会社関係者が集まる新年会で「症状」と 

題した文書を渡された。文書には「貴方は、今まで大

した成績を残さず、あーあって感じ」などと、男性を

侮辱するような文言が書かれていました。男性は翌月

に重度のうつ病を発症し、その後自ら命を絶ったとい

う痛ましい事件です。 

2020 年、青森労働基準監督署が自殺の原因は「上 

司のパワハラで重度のうつ病を発症」として労災認定。 

会社が「余興のつもりで」侮辱賞状を渡し始めたのが 

約 10 年前から(自殺した男性には４年前に侮辱賞状)。 

男性社員の自殺が 4 年前。労災認定が 2 年前。その 

間、会社は責任を認めてきませんでした。慌てて謝罪 

したのは遺族に訴えられてから。結果的に誰からも 

「おかしい」と声が上がらず倫理観が欠如した環境に 

皆が慣れてしまう、というおぞましい事実です。 

実際に、パワハラを防ぐための法律、通称「パワハラ 

防止法」も 2019 年 6 月から施行されました。当初は

大企業のみで中小企業は「努力義務」だったのが、 

2022 年 4 月からは中小企業も適用対象となりました。 

パワハラ防止法の趣旨は「事業主は、職場でのパワ 

ハラ発生を防止し、解決するための策を講じなければ 

ならない」というものです。職場でのパワハラは「い

けないこと」ではあったものの、その防止については

努力義務でしかなく、法的な定義も定まっていなかっ

たのが今般の法律施行により、「職場におけるパワハ

ラ対策が事業主の義務」となりました。 
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地域最低賃金の改定について 

パワハラ自殺-会社に損害賠償 

業務内容 
労働・社会保険の書類作成及び提出代行 

給与計算サービス（月次・賞与・年末調整） 

労使間トラブルの相談 

就業規則等の人事制度構築 

個別年金相談（老齢・障害・遺族） 

各種助成金の紹介、書類作成、提出代行 

 

雇用保険料率変更について 


